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１　鳥獣保護法の目指すもの
（１）生物多様性の確保
（２）人間の生活環境と、鳥獣の生息環境の保全
（３）農林水産業の健全な発展
　　これらを通じて、自然環境の恵みを受けられる国民の生活を確保し、地域社会の健全な発展に資する。

２　鳥獣保護法の内容
（１）「鳥獣を保護」するための事業を行う。
（２）鳥獣による農林水産物や生活環境等への「被害を防止」する。
（３）猟具の安全な使用や「狩猟の適正化」に努める。

３　鳥獣保護事業計画の策定
（１）環境省は、「鳥獣の保護を図るための事業を実施するための基本的な指針」を都道府県に提示する。
（２）各都道府県は、基本的な指針に準拠しつつそれぞれの実情に即した「鳥獣保護事業計画」を策定する。
（３）鳥獣保護事業計画の内容は、大別すると下記のとおり。
　　①　鳥獣の捕獲等の規制　②　鳥獣の飼養や販売等の規制
　　③　鳥獣の生息環境の保護　④　狩猟の適正化　⑤　その他
（４）著しく生息数が増減した種など、個別の保護管理施策が必要となる鳥獣については、「特定鳥獣保護管理計画」を策定することができる。本県ではツキノワグマ、ニホンジカ、カモシカの特定鳥獣保護管理計画を策定している。

４　岩手県における特定鳥獣保護管理計画
　　特定鳥獣保護管理計画には、下記を記載することとされている。
（１）特定鳥獣の種類
（２）特定鳥獣保護管理計画の計画期間
（３）特定鳥獣の保護管理が行われるべき区域
（４）特定鳥獣の保護管理の目標
（５）特定鳥獣の数の調整に関する事項
（６）特定鳥獣の生息地の保護及び整備に関する事項
（７）その他特定鳥獣の保護管理のために必要な事項
